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【趣旨】 

１ 本条は、公開請求に対する実施機関の公開義務を明らかにするものであり、実施機関

は公開請求に係る行政文書に非公開情報が記録されている場合を除き、当該行政文書を

公開しなければならないことを定めたものである。 

２ 本条の基本的考え方は、行政文書の公開を請求する権利と、請求された行政文書に情

報が記録されている個人又は法人その他の団体の権利利益及び公益との調和を図ること

にある。 

３ 本条各号に規定する情報は、条例の原則公開の趣旨を踏まえ、公開しないことについ

て合理的な理由のある必要最小限の情報を可能な限り限定的かつ明確に類型化したもの

である。 

 

【解釈】 

「公開しなければならない」とは、公開請求に係る行政文書に非公開情報が記録されて

いない場合の実施機関の公開義務について規定したものである。なお、公開請求に係る行

政文書に非公開情報が記録されている場合は、第８条（部分公開）や第９条（公益上の理

由による裁量的公開）の場合を除き、公開してはならないこととなる。 

 

【運用】 

１ 本条と守秘義務の関係 

本条は、公開してはならない行政文書の範囲を定めているのに対して、地方公務員法

（昭和 25 年法律第 261 号）第 34 条の守秘義務は、職務上知り得た秘密を守るべき職員

の服務規律を定めたものであって、両者はその趣旨及び目的を異にしており、対象とな

る情報については、重なる場合が多いが、当然にすべてが一致するものではない。 

しかし、本条各号に掲げる情報の範囲は、一般的には守秘義務の範囲を含むものと考

えられるので、本条各号のいずれにも該当しないものとして公開される情報については、

職員に対して守秘義務が課されていないものと解される。 

２ 法令に基づく行政文書の公開 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 100 条第 1 項、民事訴訟法（平成８年法律第

109 号）第 220 条、弁護士法（昭和 24年法律第 205 号）第 23 条の 2第 2項、刑事訴訟法

（昭和 23年法律第 131 号）第 197 条第 2 項の規定のように、法令の規定により実施機関

に対して行政文書の提出又は閲覧等を要求されることがある。これらの要求は、この条

（行政文書の公開義務） 

第７条 実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る行政文書に次の各号に掲

げる情報（以下「非公開情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、公開

請求者に対し、当該行政文書を公開しなければならない。 



 

 

例に基づく公開請求とは、その趣旨及び目的を異にしているので、本条各号に該当するか

どうかをもって、当該要求の諾否を決定することはできない。法令の規定に基づく行政文

書の提出又は閲覧等の要求があった場合は、当該法令の趣旨、要求の目的、対象行政文書

の内容等を総合的に判断して、個別具体的に諾否を決定するものとする。 

３ 本条各号に該当すると考えられる情報が記録されている行政文書については、当該行

政文書のすべてを常に公開できないと一義的に考えるのではなく、部分公開の可能性や

一定期間の経過による公開の可能性についても留意する必要がある。 

４ 非公開情報該当性の判断は、公開請求者の目的によって影響を受けるものではなく、

公開請求のあった行政文書について客観的に判断しなければならないものである。 



 

 

第７条第１号 〔法令秘情報〕 

(1) 法令若しくは条例（以下「法令等」という。）の規定により公にすることができないと

されている情報又は法律若しくはこれに基づく政令の規定による各大臣等からの指示

（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条第１号ヘの指示その他これに類する行

為をいう。）により公にすることができない情報 

 

【趣旨】 

１ 本号前段は、法令又は他の条例の規定により、公にすることができないとされている

情報が記録されている行政文書は、当然に公にできないものであるが、この条例におい

ても非公開となることを改めて規定したものである。 

２ 本号後段は、実施機関が法律上従う義務を有する各大臣等からの指示により、公にす

ることができない情報が記録されている行政文書は、非公開とすることを定めたもので

ある。 

 

【解釈】 

１ 「法令」とは、法律、政令、府省令その他の命令をいう。 

２ 「公にすることができないとされている情報」とは、法令等の規定で明らかに公にす

ることができない旨が定められている情報のほか、法令等の趣旨及び目的から公にする

ことができないと認められる情報を含むものであり、次のような情報をいう。 

(1) 明文の規定をもって閲覧又は写しの交付が禁止されている情報 

(2) 他目的使用が禁止されている情報 

(3) 手続の公開が禁止されている調停等に関する情報 

(4) 個別法により守秘義務が課せられている情報 

(5) その他法令等の趣旨、目的から公にすることができないと認められる情報 

  なお、法定受託事務において、地方自治法第 245 条の９第１項の基準（処理基準）が

示されているときは、これを考慮して判断するものとする。 

３ 「各大臣等」とは、各大臣のほか、大臣から当該事務に係る権限を与えられた次官、

局長、課長等をいう。 

４ 「その他これに類する行為」とは、地方自治法第 245 条第 1 号ヘの指示と同様、各大

臣等が、法律又はこれに基づく政令の規定により、一定の行政目的を実現するため実施

機関に対して具体的かつ個別的にかかわる行為（同条第３号）であって、実施機関が法

律上従う義務を有するものをいう。 



 

 

第７条第２号 〔個人に関する情報〕 

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定

の個人が識別され、若しくは識別され得るもの又は特定の個人を識別することはできな

いが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、

次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている

情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認め

られる情報 

ウ 当該個人が公務員（国家公務員法（昭和 22年法律第 120 号）第２条第１項に規定す

る国家公務員及び地方公務員法（平成 25年法律第 261 号）第２条に規定する地方公務

員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、

当該情報のうち、当該公務員の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

エ ウの場合において、当該個人が実施機関の職員（規則で定める警察職員を除く。）で

あるときは、当該情報のうち、当該職員の氏名。ただし、当該職員の氏名を公にする

ことにより、当該職員の権利利益を不当に害するおそれがある場合を除く。 

 

【趣旨】 

１ 本号は、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守る観点から、個人のプライバシーを最

大限に保護するため、特定の個人が識別され、若しくは識別され得る情報が記録されて

いる行政文書又は特定の個人を識別することはできないが、なお個人の権利利益を害す

るおそれのある情報が記録されている行政文書は、原則として非公開とすることを定め

たものである。 

２ この条例では、個人のプライバシーを最大限に保護するため、特定の個人が識別され、

又は識別され得る情報は、原則として非公開とする方式（個人識別型）を採用している。

ただし、個人識別型を採用した結果、本来保護する必要性のない情報も含まれることに

なることから、ただし書において、本号の非公開情報から除かれるべきものを限定列挙

したものである。 

３ 本号ただし書アは、一般に公にされている情報については、あえて非公開情報として

保護する必要性に乏しいものと考えられることから、本号の非公開情報から除くことと

したものである。 

４ 本号ただし書イは、個人の権利利益は十分に保護されるべきであるが、人の生命、健

康等を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報については、公開す

ることについての必要性と正当性が認められることから、本号の非公開情報から除くこ

ととしたものである。 

５ 本号ただし書ウ及びエは、県政について説明する責務を果たしていく観点から、本号



 

 

の非公開情報から除かれる公務員の職務の遂行に係る情報について定めたものである。 

 

【解釈】 

１ 「個人に関する情報」とは、次のような個人に関する一切の情報をいうものである。 

(1) 思想、信条、信教等個人の内心に関する情報 

(2) 健康状態、病歴等個人の心身の状況に関する情報 

(3) 家族関係、生活記録等個人の家庭の状況に関する情報 

(4) 職業、資格、犯罪歴、学歴、所属団体等個人の経歴又は社会的活動に関する情報 

(5) 収入、資産等個人の財産の状況に関する情報 

(6) 個人の知的創作物に関する情報 

(7) その他個人に関する情報 

２ 「事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く」とは、個人に関する情報であって

も、事業を営む個人の当該事業に関する情報については、その性質上、本条第３号（法

人等に関する情報）により判断するものとし、本号から除外されるものである。 

なお、事業を営む個人に関する情報であっても、当該事業と直接関係のない情報は、

本号により判断されるものである。 

３ 「特定の個人が識別され、若しくは識別され得るもの」とは、その情報から特定の個

人が識別され、又は識別される可能性のあるものをいい、次のような情報をいう。 

(1) 氏名、住所等特定の個人が直接識別される情報 

(2) 他の情報と結び付けることにより、間接的に特定の個人が識別され得る情報 

４ 「特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお、個人の権利

利益を害するおそれがあるもの」とは、匿名の作文や無記名の個人の著作物のように、

個人の人格と密接に関連したり、公にすれば財産権その他の個人の正当な利益を害する

おそれがあると認められるものをいう。 

５ 「ただし書ア」について 

(1) 「法令等の規定」とは、何人に対しても等しく当該情報を公開することを定めてい

る規定のことをいう。したがって、公開を求める者又は公開を求める理由によっては

公開を拒否する場合が定められていれば、当該情報は、「公にされている情報」には該

当しない。 

(2) 「慣行として」とは、公にすることが慣習として行われていることをいう。慣習法

としての法規範的な根拠を要するものではなく、事実上の慣習として公にされている

こと又は公にすることが予定されていることで足りる。 

なお、当該情報と同種の情報が公にされた事例があったとしても、それが個別的な

事例にとどまる限り、「慣行として」には当たらない。 

(3) 「公にされ」ている情報とは、当該情報が、現に公衆が知り得る状態に置かれてい

る情報をいい、現に公知（周知）の事実となっている必要はない。 



 

 

なお、過去に公にされたものであっても、時の経過により、公開請求の時点では公

にされているとはみられない場合があり得る。 

(4) 「公にすることが予定されている情報」とは、将来的に公にする予定（具体的に公

表が予定されている場合に限らず、求めがあれば何人にも提供することを予定してい

るものも含む。）の下に保有されている情報をいう。ある情報と同種の情報が公にされ

ている場合に、当該情報のみ公にしないとする合理的な理由がないなど、当該情報の

性質上通例公にされるものも含む。 

６ 「ただし書イ」について 

非公開情報該当性の判断に当たっては、公開することの利益と公開されないことの利

益との調和を図ることが重要であり、個人情報についても、公にすることにより害され

るおそれがある当該情報に係る個人の権利利益よりも、人の生命、健康等の保護の必要

性が上回るときには、当該個人情報を公開する必要性と正当性が認められることから、

当該情報を公開しなければならないこととするものである。なお、現実に、人の生命、

健康等に被害が発生している場合に限らず、将来これらが侵害される蓋然性が高い場合

も含まれる。 

この比較衡量に当たっては、個人の権利利益にも様々なものがあり、また、人の生命、

健康、生活又は財産の保護にも、保護すべき権利利益の程度に差があることから、個別

の事案に応じた慎重な検討が必要である。 

７ 「ただし書ウ」について 

 (1) 「当該個人が公務員である場合において」とは、個人情報のうち、当該個人が「公

務員」である場合のことをいう。 

「公務員」とは、広く公務遂行を担任する者を含むものであり、一般職か特別職か、

常勤か非常勤かを問わないものである。また、公務員であった者が当然に含まれるも

のではないが、公務員であった当時の情報については、本規定は適用される。 

(2) 「職務の遂行に係る情報」とは、公務員が実施機関又は国若しくは他の地方公共団

体の機関の一員として、その担任する職務を遂行する場合における当該活動について

の情報を意味する。例えば、行政処分その他の公権力の行使に係る情報、職務として

の会議への出席、発言その他の事実行為に関する情報がこれに含まれる。 

また、本規定は、具体的な職務の遂行との直接の関連を有する情報を対象とし、例

えば、公務員の情報であっても、職員の人事管理上保有する健康情報、休暇情報等は

管理される職員の個人情報として保護される必要があり、本規定の対象となる情報で

はない。 

(3) 「当該公務員の職及び当該職務遂行の内容」とは、公務員の職務の遂行に係る情報

には、当該公務員の氏名、職名及び職務遂行の内容によって構成されるものが少なく

ないが、このうち、職名と職務遂行の内容については、当該公務員の個人に関する情

報としては非公開としないという意味である。 



 

 

 

８ 「ただし書エ」について 

 (1) 「ウの場合において」とは、個人情報のうち、当該個人が「公務員」である場合に

おいて、当該情報が職務の遂行に係る情報であるときのことをいう。 

(2) 「規則で定める警察職員を除く」とは、規則で定めた警察職員については、本号た

だし書エの規定が適用されないということであり、具体的には、警部補以下の階級の

警察官をもって充てる職及びこれに相当する職にある者をいう。（新潟県情報公開条例

第７条第２号エの警察職員を定める規則） 

 (3) 「当該職員の氏名を公にすることにより、当該職員の権利利益を不当に害するおそ

れがある場合」とは、氏名を公にすることにより、当該職員としての受忍すべき限度

を超えて、私生活に影響を及ぼすおそれがある場合など当該職員の個人としての権利

利益が不当に害されるおそれがあると認められる場合をいう。 

   この場合、不当であるかどうかは、当該職員の職務遂行の内容等に照らし判断する

ものである。 

  

【運用】 

１ 個人に関する情報は、一度公にされると当該個人に対して回復し難い損害を与えるこ

とがあるので、本号ただし書に該当するかどうかについては、個人に関する情報がみだ

りに公にされることがないよう最大限の配慮をし、慎重に判断されなければならないも

のである。なかでも本号ただし書イにおける「公にすることが必要と認められる」かど

うかの判断については、第３条の趣旨に則して的確に行わなければならない。 

  なお、本号ただし書イを適用しようとする場合には、第 13条（意見書提出の機会の付

与等）による手続が必要である。 

２ 本号は、請求者のいかんを問わず、公開・非公開の判断をするものである。したがっ

て、個人に関する情報については当該本人が請求した場合であっても、本号のただし書

又は公益上の理由による裁量的公開（第９条）に該当しない限り非公開となるものであ

る。 

なお、この場合は、個人情報保護条例により、本人情報の開示請求（同条例第 14 条参

照）が認められている。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第７条第３号 〔法人等に関する情報〕 

(3) 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関する情

報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人

の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる

情報を除く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、

法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条

件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められ

るもの 

 

【趣旨】 

１ 本号は、法人等又は事業を営む個人の正当な事業活動を保障しようとする趣旨であり、

公にすることにより、法人等又は事業を営む個人の正当な利益を害するおそれがある情

報及び合理的な非公開条件を付して任意に提供された情報が記録されている行政文書は、

原則として非公開とすることを定めたものである。 

２ 法人等又は事業を営む個人の自由な事業活動は、社会の維持・存続と発展のため、十

分尊重、保護されなければならないが、これらの事業活動は、社会に与える影響が少な

くないことから、公益を優先して公開する必要のある場合もある。 

そこで、本号ただし書において、人の生命、健康等を保護するため必要と認められる

情報については、本号本文に該当する場合であっても、公開することとしたものである。 

 

【解釈】 

１ 本号本文について 

(1) 「法人」とは、営利法人、公益法人（学校法人、宗教法人、民法第 34条に基づく法

人等）その他法人格を有するすべての団体をいう。 

(2) 「その他の団体」とは、自治会、商店会、消費者団体、ＰＴＡ、青年団等であって、

法人格はないが当該団体の規約を有し、代表者等の定めのある、いわゆる権利能力な

き社団又は財団をいう。 

(3) 「国及び地方公共団体を除く」とは、国及び地方公共団体については、その公共的

性格にかんがみ、本号の法人の範囲から除外し、これらに係る情報については、第６

号等でその公開・非公開を判断することとしたものである。 

(4) 「事業を営む個人」とは、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 72 条第 5 項から

第 7 項までに掲げる事業を営む個人のほか、農業、林業等を営む個人をいう。 

(5) 「当該事業に関する情報」とは、営利を目的とするか否かを問わず、事業活動に関



 

 

する一切の情報をいうが、当該事業と直接関係のない個人に関する情報（事業を営む

個人の家族状況、事業と区別される個人の財産状況等）、本号に該当せず、本条第２号

（個人に関する情報）の規定により、公開・非公開を判断するものである。 

２ 本号ただし書について 

「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認め

られる情報」とは、第２号イと同様に、当該情報を公にすることにより保護される人の

生命、健康等の利益と、これを公にしないことにより保護される法人等又は事業を営む

個人の権利利益とを比較衡量し、前者の利益を保護することの必要性が上回るときには、

当該情報を公開しなければならないこととするものである。 

現実に人の生命、健康等に被害が発生している場合に限らず、将来これらが侵害され

る蓋然性が高い場合も含まれる。なお、法人等又は事業を営む個人の事業活動と人の生

命、健康等に対する危害等との明確な因果関係が確認されなくても、現実に人の生命、

健康等に対する被害等の発生が予想される場合もあり得る。 

３ 正当な利益を害するおそれがあるもの（本号ア） 

「権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」とは、次のよう

な情報をいう。 

(1) 公にすることにより、当該法人等又は当該事業を営む個人の信教の自由、集会・結

社の自由、学問の自由、財産権等の権利を害するおそれがあるもの 

(2) 生産技術、販売、営業等に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等

又は当該事業を営む個人の公正な競争関係における地位を害するおそれがあるもの 

(3) 経営方針、経理、金融、人事、労務管理等の事業活動を行う上での内部管理に関す

る情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該事業を営む個人の事業運

営が損なわれるおそれがあるもの 

(4) 公にすることにより、当該法人等又は当該事業を営む個人の名誉、社会的評価、社

会的信用、社会的活動の自由その他の正当な利益を害するおそれがあるもの 

４ 非公開を条件として任意に提供されたもの（本号イ） 

(1) 「実施機関の要請を受けて……任意に提供されたもの」とは、法令等に基づく報告

又は提出の命令などの法令等の根拠に基づかずに提供を求め、相手方の協力等により

提供を受けたものをいう。 

(2) 「公にしないとの条件」は、実施機関の側から、公にしないとの条件で情報を提供

してほしいと申し入れる場合も、法人等の側から、要請に応じて情報は提供するが公

にしないでほしいと申し出る場合も含まれるが、いずれにしても双方の合意により成

立するものである。 

なお、「公にしない」とは、当事者以外のものに対して当該情報を提供しないという

意味であり、特定の行政目的以外の目的には使用しないとの条件で情報の提供を受け

る場合も通常含まれる。 



 

 

また、条件を設ける方法については、原則として契約書、要綱、調査票等の書面に

より、その他情報提供を受ける際に情報提供者から明示されていることを要するもの

であるが、必ずしも黙示的なものを排除する趣旨ではない。 

(3) 「法人等又は個人における通例」とは、当該法人等又は個人の個別具体的な事情で

はなく、当該法人等又は個人が属する業界における通常の取扱いを意味するものであ

る。 

(4) 「条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認

められるもの」とは、公にしないとの条件を付すことの合理性を判断する場合、情報

の性質に応じ、当該情報の提供当時の諸般の事情を考慮して判断するが、必要に応じ、

その後の変化も考慮する趣旨である。したがって、公にしないことを条件として提供

された情報であっても、その後情報提供者の承諾が得られたものや、現に当該情報が

公にされている場合には、本号イには当たらないこととなる。 

 

【運用】 

１ 本号ただし書を適用する場合には、人の生命、健康等の保護のため必要な範囲で、法

人等又は事業を営む個人の正当な利益を害し、又は情報提供時の条件に反することとな

るので、公にすることにより保護される利益と、これを公にしないことにより保護され

る法人等又は事業を営む個人の権利利益とを慎重に比較衡量の上、適正に判断しなけれ

ばならない。 

なお、本号ただし書を適用しようとする場合には、第 13 条（意見書提出の機会の付与

等）による手続が必要である。 

２ 本号イは、情報提供者の信頼と期待を基本的に保護しようとするものであるので、実

施機関の情報収集能力の保護は、別に、第６号等の非公開情報の規定により判断される

こととなる。 

３ 本号に該当する情報であるかどうかの判断に当たっては、単に当該情報の内容のみで

なく、当該法人等又は事業を営む個人の性格、規模、属する業界、事業活動における当

該情報の位置付け、非公開条件に係る情報の性質等にも十分留意し、個別具体的に検討

しなければならない。 

このため、必要に応じ、第 13条第１項の規定に基づき、当該法人等又は個人から、公

開した場合の支障の有無等について意見を聴取し、判断の参考とするものとする。 

４ 非公開条件を付して提供を求める場合は、本号イ及び行政文書の原則公開の趣旨を踏

まえ、条件を付さなければ提供を受けられない情報など、必要な範囲の情報に限られる

よう慎重かつ適正な運用に努めるものとする。 



 

 

第７条第４号 〔公共の安全等に関する情報〕 

(4) 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公

共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当

の理由がある情報 

 

【趣旨】 

１ 本号は、公共の安全等に関する情報の非公開情報としての要件を定めたものである。 

２ 公共の安全と秩序を維持することは、県民全体の基本的利益を擁護するために県に課

された重要な責務であり、本号では、刑事法の執行を中心とした公共の安全と秩序の維

持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報を

非公開情報としたものである。 

 

【解釈】 

１ 「犯罪の予防」とは、犯罪の発生を未然に防止することをいう。他方、防犯意識の啓

発、防犯資機材の普及等、一般に公にしても犯罪を誘発し、又は犯罪の実行を容易にす

るおそれがない防犯活動に関する情報については、本号に該当しない。 

２ 「犯罪の鎮圧」とは、犯罪が正に発生しようとするのを未然に防止したり、犯罪が発

生した後において、その拡大を防止し、若しくは終息させることをいう。 

３ 「犯罪の捜査」とは、捜査機関が犯罪があると思料するときに、公訴の提起などのた

めに犯人及び証拠を発見・収集・保全することをいう。 

４ 「公訴の維持」とは、検察官が裁判所に対し、特定の刑事事件について提起した公訴

の目的を達成するため、終局判決を得るまでに検察官が行う公判廷における主張・立証、

公判準備などの活動を指す。 

５ 「刑の執行」とは、死刑、懲役、禁錮、罰金、拘留、科料、没収、追徴及び労役場留

置の刑又は処分を具体的に実施することをいう。保護観察、勾留の執行、保護処分の執

行、観護措置の執行、補導処分の執行、監置の執行についても、刑の執行に密接に関連

するものでもあることから、公にすることにより保護観察等に支障を及ぼし、公共の安

全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報は、本号に該当する。 

６ 「その他の公共の安全と秩序の維持」とは、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持

及び刑の執行に代表される刑事法の執行を中心としたものを意味する。 

刑事訴訟法以外の特別法により、臨検・捜索・差押え、告発等が規定され、犯罪の予

防・捜査とも関連し、刑事司法手続に準ずるものと考えられる犯則事件の調査等や、犯

罪の予防・捜査に密接に関連する破壊的団体（無差別大量殺人行為を行った団体を含む。）

の規制、暴力団員による不当な行為の防止、つきまとい等の規制、強制退去手続に関す

る情報であって、公にすることにより、公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ

があるものは、本号に含まれる。



 

 

また、公にすることにより、テロ等の人の生命、身体、財産等への不法な侵害や、特

定の建造物又はシステムへの不法な侵入・破壊を招くおそれがあるなど、犯罪を誘発し、

又は犯罪の実行を容易にするおそれがある情報や被疑者・被告人の留置・勾留に関する

施設保安に支障を生ずるおそれのある情報も、本号に含まれる。 

７ 「おそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報」とは、公にす

ることにより、犯罪の予防、鎮圧、捜査等の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお

それがある情報については、その性質上、公開・非公開の判断に犯罪等に関する将来予

測としての専門的・技術的判断を要することなどの特殊性が認められることから、司法

審査の場においては、裁判所が、本号に規定する情報に該当するかどうかについての実

施機関の第一次的な判断を尊重し、その判断が合理性を持つ判断として許容される限度

内のものであるか（「相当の理由」があるか）否かについて審理・判断するのが適当であ

ることから、このように規定したものである。 

  なお、「犯罪等に関する将来予測としての専門的・技術的判断」とは、犯罪予防等に関

する情報を公開することが、犯罪を企図する者への手法的、技術的参考情報となったり、

犯罪を実行しようとする時期や場所などに関する情報を提供することになるかどうか等

について、専門的・技術的見地から判断することをいうものである。 

 

【運用】 

風俗営業等の許可、伝染病予防、食品、環境、薬事等の衛生監視、建築規制、災害警備

等の、一般に公にしても犯罪の予防、鎮圧等に支障が生じるおそれのない行政警察活動に

関する情報については、本号ではなく、第６号の事務又は事業に関する非公開情報の規定

により公開・非公開が判断されることになる。 



 

 

第７条第５号 〔審議検討等情報〕 

(5) 県の機関並びに国及び他の地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協

議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に県民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定

の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

 

【趣旨】 

１ 本号は、審議、検討等情報の非公開情報としての要件を定めたものである。 

２ 公開請求の対象となる行政文書の中には、実施機関等としての最終的な決定前の事項

に関する情報が少なからず含まれることになるため、これらの情報を公開することによ

ってその意思決定が損なわれないようにする必要がある。そこで、公開することによる

実施機関の適正な意思決定に支障を及ぼすおそれの有無及び程度を考慮し、非公開とさ

れる情報の範囲を画したものである。 

 

【解釈】 

１ 「県の機関」とは、県のすべての機関をいい、県の執行機関、議会及びこれらの補助

機関のほか、執行機関が設置する附属機関も含まれる。 

２ 「県の機関並びに国及び他の地方公共団体の内部又は相互間」とは、次のことをいう。 

(1) 県の機関の内部 

(2) 国又は他の地方公共団体の内部 

(3) 県の機関の相互間 

(4) 県の機関と国又は他の地方公共団体の相互間 

(5) 国と他の地方公共団体の相互間 

３ 「審議、検討又は協議に関する情報」とは、最終的な意思決定に至るまでの過程にお

いて行われる各段階の審議、検討又は協議に関連して作成され、又は取得された情報を

いう。 

４ 「率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」とは、公

にすることにより、外部からの圧力や干渉等の影響を受けることなどにより、率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合を想定したも

ので、適正な意思決定手続を確保しようとするものである。 

例えば、審議、検討等の場における発言内容が公になると、率直な意見の交換が不当

に損なわれるおそれが生じたり、また、実施機関内部の検討が不十分な政策が公になり、

外部からの圧力により当該政策が不当な影響を受け、意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれが生ずることが考えられる。 

５ 「不当に県民の間に混乱を生じさせるおそれ」とは、未成熟な情報や事実関係の確認

が不十分な情報などを公にすることにより、県民の誤解や憶測を招き、不当に県民の間



 

 

に混乱を生じさせるおそれがある場合をいう。 

  例えば、行政による取引の規制が検討されている段階で、その検討情報を公にすれば、

買い占め、売り惜しみ等の混乱が生じる場合が考えられる。 

６ 「特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれ」とは、尚早な段階で

情報や事実関係の確認が不十分な情報などを公にすることにより、投機を助長するなど

して、特定の者に不当に利益を与え又は不利益を及ぼす場合を想定したもので、事務又

は事業の公正な遂行を図るとともに、県民への不当な影響が生じないようにするもので

ある。 

例えば、施設等の建設計画に関する情報が公開され、土地の買い占めにより地価が高

騰し、公開を受けた者等が不当な利益を得たり、違法行為の事実関係についての調査中

の情報が公開されたために、結果的に違法・不当な行為を行っていなかった者が不利益

を被る場合等が考えられる。 

 

【運用】 

１ 審議、検討等に関する情報については、実施機関としての意思決定が行われた後は、

一般的には、本号の非公開情報に該当する場合は少なくなるものと考えられる。しかし、

当該意思決定が政策決定の一部の構成要素であったり、当該意思決定を前提として次の

意思決定が行われる等審議、検討等の過程が重層的、連続的な場合には、当該意思決定

後であっても、政策全体の意思決定又は次の意思決定に関して本号に該当するかどうか

の検討が行われるものであることに注意する必要がある。また、当該審議、検討等に関

する情報が公になると、審議、検討等が終了し意思決定が行われた後であっても、県民

の間に混乱を生じさせたり、将来予定されている同種の審議、検討等に係る意思決定に

不当な影響を与えるおそれがある場合等があれば、本号に該当することとなる。 

２ 審議、検討等に関する情報の中に、調査データ等で特定の事実を記録した情報があっ

た場合、例えば、当該情報が専門的な検討を経た調査データ等の客観的、科学的事実や

これに基づく分析等を記録したものであれば、一般的に本号に該当する可能性が低いも

のと考えられる。 

３ 本号に該当する情報であるかどうかの判断に当たっては、予想される支障が不当なも

のかどうかについて、当該情報の性質に照らし、その支障の有無、程度等にも十分留意

し、個別具体的に検討しなければならない。 



 

 

第７条第６号 〔事務又は事業に関する情報〕 

(6) 県の機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であっ

て、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事

務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするお

それ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、県、国又は他の地方公共団体の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

オ 県、国又は他の地方公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の

正当な利益を害するおそれ 

 

【趣旨】 

１ 本号は、事務又は事業に関する情報の非公開情報としての要件を定めたものである。 

２ 県の機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務又は事業は、公共の利益のため

に行われるものであり、公にすることによりその適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

る情報については、非公開とする合理的な理由がある。 

  県の機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務又は事業は広範かつ多種多様で

あることから、本号に該当する情報のうち典型的なものをアからオまで例示として掲げ、

これらのおそれ以外については、「その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」として包括的に規定したものである。 

 

【解釈】 

１ 「その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるもの」とは、本号のアからオに例示したもののほか、次のような情報をい

う。 

 (1) 公にすることにより、事務又は事業を実施しても予想どおりの成果が得られず、実

施する目的及び意味が失われるおそれがある情報 

(2) 公にすることにより、事務又は事業の実施が大幅に遅れ経費が著しく増大し、行政

の円滑な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがある情報 

(3) 公にすることにより、信頼関係が損なわれ将来の情報収集に支障をきたし、事務又

は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報 

(4) 公にすることにより、将来の同種の事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがある情報 

(5) その他公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正



 

 

な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報 

２ 本号アについて 

(1) 「監査」とは、主として監察的見地から、事務又は事業の執行又は財産の状況の正

否を調べることをいう。 

「検査」とは、法令等の執行確保、会計経理の適正確保、物資の規格、等級の証明

等のために帳簿書類その他の物件等を調べることをいう。 

「取締り」とは、行政上の目的による一定の行為の禁止、又は制限について適法、

適正な状態を確保することをいう。 

「試験」とは、人の知識、能力等又は物の性能等を試すことをいう。 

(2) 「正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれ」とは、監査等の対象、実施時期、調査事項等

の詳細な情報や、試験問題等のように、事前に公にすれば、適正かつ公正な評価や判

断の前提となる事実の把握が困難となったり、法令等に違反する行為又は妥当性を欠

く行為を助長するなどのおそれがあるものをいう。 

３ 本号イについて 

(1) 「契約」とは、相手方との意思表示の合致により法律行為を成立させることをいう。 

「交渉」とは、当事者が、対等の立場において相互の利害関係事項に関し一定の結

論を得るために協議、調整などの折衝を行うことをいう。 

「争訟」とは、訴えを起こして争うことをいう。訴訟、行政不服審査法に基づく不

服申立てその他の法令に基づく不服申立てがある。 

(2) 「県、国又は他の地方公共団体の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害

するおそれ」とは、県、国又は他の地方公共団体が一方の当事者となる契約等におい

ては、自己の意思により又は訴訟手続上、相手方と対等な立場で遂行する必要がある

ため、例えば、入札予定価格等を公にすることにより公正な競争により形成されるべ

き適正な額での契約が困難になり財産上の利益が損なわれたり、交渉や争訟等の対処

方針等を公にすることにより、当事者として認められるべき地位を不当に害するおそ

れがあるものは非公開となるものである。 

４ 本号ウについて 

(1) 「調査研究」とは、ある事柄を調べ、真理を探究することをいう。 

「その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ」とは、調査研究の成果は、

社会、県民等に広く還元することが原則であるが、成果を上げるためには、従事する

職員が、その発想、創意工夫等を最大限に発揮できるようにすることも重要であるた

め、例えば、調査研究の途中段階の情報など、一定の期日以前に公にすることにより

成果を適正に広く県民に提供する目的を損ね、特定の者に不当な利益や不利益を及ぼ

すおそれがあるものや試行錯誤段階のものを公にすることにより、自由な発想、創意

工夫や研究意欲が不当に妨げられ、能率的な遂行を不当に阻害することとなるおそれ



 

 

があるものは非公開となるものである。 

５ 本号エについて 

(1) 「人事管理」とは、職員の任免、懲戒、給与、研修その他職員の身分や能力等の管

理に関することをいう。 

(2) 「公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ」とは、勤務評価や、人事異動、

昇格等の人事構想等を公にすることにより、公正かつ円滑な人事の確保が困難になる

おそれなどをいい、このような情報を非公開とするものである。 

６ 本号オについて 

(1) 「県、国又は他の地方公共団体が経営する企業」とは、地方公営企業法第２条の適

用を受ける企業及び国営企業及び特定独立行政法人の労働関係に関する法律（昭和 23

年法律第 257 号）第２条第１号の国営企業をいう。 

(2) 「その企業経営上の正当な利益を害するおそれ」とは、企業経営という事業の性質

上、第３号の法人等に関する情報と同様に考え、その正当な利益を保護する必要があ

るが、この場合、正当な利益の内容については、経営主体、事業の性格、内容等に応

じて判断する必要があり、県、国又は他の地方公共団体が経営する企業に係る事業に

関する情報の非公開の範囲は、第３号の法人等に比べ、より狭いものとなることがあ

り得るものである。 

 

【運用】 

本号は、実施機関に広範な裁量権限を与えるものではなく、本号に該当する情報である

かどうかの判断に当たっては、事務又は事業の根拠となる規定、趣旨等に照らし、その支

障の有無、程度等にも十分留意し、個別具体的に検討しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


